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１．はじめに

　日本の高齢化の進展は著しく，内閣府の調査による
と国際比較では1980年代までは下位，90年代にはほぼ
中位であったが，平成17（2005）年には最も高い水準
となり，世界のどの国もこれまで経験したことのない
高齢社会を迎えている（平成26年版高齢社会白書）。
　高齢化社会への突入と共に，要介護高齢者の増加，
家族構成の変化による介護ニーズが増大している（図
１）。医療分野では接遇教育が患者とのコミュニケー
ションの向上や信頼関係の構築に役立っていることが
明らかであり，すでに多数の調査・研究が実施されて

いる。一方で高齢者や障がい者を支援する福祉分野に
おいて，接遇教育の現状と課題，意義と効果，求めら
れる接遇について調査研究した事例は少ない。
　本稿では，福祉施設職員の職場における意識がどの
ような傾向があるのかを質問紙調査を中心として浮き
彫りにする。
　福祉施設職員にとって接遇の意義と効果，および求
められる接遇とは何かを明らかにすることで，どのよ
うな課題があるか，モチベーションを上げるためには
どのような方策が必要なのか，特にワーク・エンゲイ
ジメントの観点から現状と課題解決方法を模索・提言
する。
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２．ワーク・エンゲイジメント

　ワーク・エンゲイジメントは，オランダ・ユトレヒ
ト大学のシャウフェリ（Wilmar B. Schaufeli）教授に
よって，「バーンアウト」（燃え尽き症候群）の対概念
として提唱された（アーノルド・B・バッカー，マイ
ケル・P・ライター，2014）。
　Schaufeliら（Schaufeli and Bakker 2004, Schaufeli 
et al. 2002）は，ワーク・エンゲイジメントは，仕事
に関するポジティブで充実した心理状態であり，活
力，熱意，没頭によって特徴づけられるとし，特定の
対象，出来事，個人，行動などに向けられた一時的な
状態ではなく，仕事に向けられた持続的かつ全般的な
感情と認知であると定義している。
　ワーク・エンゲイジメントは，産業・組織心理学に
おいて提唱された概念であり，充実し，生産的に仕事
を行っていくうえでの基盤となる。
　従業員が仕事に対して感じている充実感や就業意欲
を総合的に表現した言葉であり，心の健康度を示す概
念の一つである。従業員と仕事内容の間に構築される
エンゲージメント（絆，愛着心，思い入れ）であり，
仕事に対してポジティブで充実している心理状態を指
すため，本稿では，仕事に誇りを持ち，仕事にエネル
ギーを注ぎ，仕事から活力を得て生き生きとしている
状態を，ワーク・エンゲイジメントと呼ぶ。
　日本企業における従業員のワーク・エンゲイジ
メントは国際比較において相対的に劣後してい
る（Shimazuet al., 2010）。 こ の 結 果 の 一 部 は， 日
本人がポジティブな含意を持つ質問に対し「No」
と 答 え る 文 化 的 な バ イ ア ス を 持 つ（Tellis and 
Chandrasekaran, 2010）ことに起因している可能性が

あるが，現在までの研究では，このバイアスが日本に
おける「ワーク・エンゲイジメント」が相対的に低い
ことのすべてを説明していると言い切ることはできな
い（岩沢 誠一郎，2016）。
　岩沢（2016）は，日本企業におけるワーク・エンゲ
イジメントが相対的に低水準であることの一因が管理
職の，管理職としてのマネジメント・スキルが十分で
ない点にあるとの仮説を提示している。日本企業にお
ける長期雇用は，管理職の選抜基準を，管理職として
の能力や適性に基づくものにすることをしにくくする

（八代，2011）状況が構成員のモチベーションに影響
を与えていることも想定される。モチベーションアッ
プや仕事へのやりがいにつながるという仮説検証を行
う。

３．研究方法

３．１　観察対象とアンケート調査

　福祉施設職員のモチベーションについて具体的に把
握するために，２つの社会福祉法人の福祉施設職員を
対象としたアンケート調査を行った。総回答数は100
人（Ａ法人：41人，Ｂ法人：59人）であった。

３．２　Ａ法人

　Ａ法人は，平成17年設立，Ａ市内に３つのグループ
ホームと１つのデイサービスセンターを運営している
法人である。平成27年現在の従業員数は78名である。
Ａ法人のアンケート実施日は平成27年８月７日～８月
21日の14日間。アンケート用紙を職員に配布し，アン
ケート回収箱に投函してもらい，回収した。アンケー
ト配布数は78枚，回収数は41枚，回収率は52.6％であ

（出典：介護保険事業状況報告 月報）
図１　要介護度別認定者数の推移
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る。Ａ法人における接遇教育実施日は平成26年度内に
計６回（表１），接遇研修内容は基本編３回，実践編
２回，応用編１回である（表２）。

表１　Ａ法人の接遇研修実施日

開催日時 研修内容 参加人数
１ 平成26年５月31日 基本編 30人
２ 平成26年７月19日 基本編 30人
３ 平成26年９月13日 基本編 30人
４ 平成26年11月22日 実践編 20人
５ 平成27年１月17日 実践編 20人
６ 平成27年２月14日 応用編 20人

表２　Ａ法人の接遇研修内容

研修内容

基
本
編

１．�福祉施設で接遇が必要な理由，施設全体で
取り組む理由（講義）

２．�接遇基本項目（挨拶，表情，態度，身だし
なみ，言葉遣い）（講義と演習）

３．�好ましい言葉遣い，好ましくない言葉遣い
（講義と演習）

実
践
編

１．�接遇基本項目の振り返り（講義・演習）
２．�安心感を与える話し方・聴き方（高齢者へ

配慮した話し方・聴き方）（講義と演習）
３．�信頼関係を築く話し方・聴き方（講義・演

習）
４．�ご利用者とのコミュニケーションアップの

ポイント（肯定的な言葉によるコミュニ
ケーション）（講義・演習）

５．�職員同士のコミュニケーション（ホウレン
ソウ，配慮ある言葉遣い）（講義・演習）

応
用
編

１．�接遇基本項目の振り返り（講義・演習）
２．�安心感を与える話し方・聴き方（グループ

ワーク演習）
３．�接遇の視点から考える適切なケアと不適切

なケア（グループワーク演習）
４．�不適切なケアの事例演習（グループワーク

演習）

３．３　Ｂ法人

　Ｂ法人は，平成14年設立，Ｂ市内にデイサービスセ
ンターとショートステイ併設の特別養護老人ホームを
運営している法人である。平成27年現在の従業員数は
88名である。Ｂ法人のアンケート実施日は平成27年８
月14日～８月28日の14日間。アンケート用紙を職員に
配布し，アンケート回収箱に投函してもらい，回収し
た。アンケート配布数は88枚，回収数は59枚，回収率
67％である。Ｂ法人における接遇教育実施日は平成22
年度計３回，23年度計３回，24年度計４回，平成25年
度計４回，合計14回（表３），接遇研修内容は基本編

３回，実践編３回，応用編４回，メンタルヘルス編４
回である（表４）。

表３　Ｂ法人の接遇研修実施日

開催日時 研修内容 参加人数
１ 平成23年３月２日 基本編 15人
２ 平成23年３月９日 基本編 15人
３ 平成23年３月16日 基本編 15人
４ 平成24年３月７日 実践編 15人
５ 平成24年３月14日 実践編 15人
６ 平成24年３月21日 実践編 15人
７ 平成25年３月６日 応用編 10人
８ 平成25年３月13日 応用編 10人
９ 平成25年３月21日 応用編 10人
10 平成25年３月27日 応用編 10人
11 平成26年３月５日 メンタルヘルス編 20人
12 平成26年３月13日 メンタルヘルス編 20人
13 平成26年３月19日 メンタルヘルス編 15人
14 平成26年３月26日 メンタルヘルス編 15人

表４　Ｂ法人の接遇研修内容

研修内容

基
本
編

１．�福祉施設で接遇が必要な理由，施設全体で
取り組む理由（講義）

２．�接遇基本項目（挨拶，表情，態度，身だし
なみ，言葉遣い）（講義と演習）

３．�好ましい言葉遣い，好ましくない言葉遣い
（講義と演習）

実
践
編

１．�接遇基本項目の振り返り（講義・演習）
２．�安心感を与える話し方・聴き方（講義と演習）
３．�信頼関係を築く話し方・聴き方（講義・演習）
４．�ご利用者とのコミュニケーションアップの

ポイント（講義・演習）
５．�職員同士のコミュニケーション（ホウレン

ソウ，配慮ある言葉遣い）（講義・演習）

応
用
編

１．�接遇基本項目の振り返り（講義・演習）
２．�安心感を与える話し方・聴き方（グループ

ワーク演習）
３．�接遇の視点から考える適切なケアと不適切

なケア（グループワーク演習）
４．�不適切なケアの事例演習（グループワーク

演習）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
編

１．�接遇を意識して業務を行っていますか（講義）
２．�接遇の視点から考えるコミュニケーション

アップのポイント（講義・グループワーク
演習）

３．�介護職とストレス（講義・グループワーク
演習）

４．�ストレスを減らすコミュニケーション（講
義・グループワーク演習）

５．�介護職のメンタルヘルス対策（講義・グ
ループワーク演習）
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４．調査の概要と結果

４．１　調査対象者の属性

　Ａ法人の年齢（表５），性別（表６），経験年数（表
７）を示す。

表５　Ａ法人の年齢

①20歳以上29歳未満 14
②30歳以上39歳未満 8
③40歳以上49歳未満 11
④50歳以上 5
無回答 3
総計 41

表６　Ａ法人の性別
①男 6
②女 33
無回答 2
総計 41

表７　Ａ法人の経験年数

①３年未満 9
②３～５年 11
③５～10年 16
④10年以上 1
無回答 4
総計 41

　Ｂ法人本調査における年齢（表８），性別（表９），
経験年数（表10）を示す。

表８　Ｂ法人の年齢

①20歳以上29歳未満 20
②30歳以上39歳未満 18
③40歳以上49歳未満 11
④50歳以上 9
無回答 1
総計 59

表９　Ｂ法人の性別

①男 13
②女 45
無回答 1
総計 59

表10　Ｂ法人の経験年数

①３年未満 11
②３～５年 9
③５～10年 20
④10年以上 15
無回答 4
総計 59

５．�接遇教育における福祉施設職員の意識変化（回数

と意識のU検定）

　Ａ法人とＢ法人の接遇教育受講後（回数別）意識の
差（Q３）について，２群の位置パラメータに関する
ノンパラメトリック検定であるMann-WhitneyのU検
定を用い，受講前から当該意識保有という回答を除外
して，統計検定量と漸近有意確率を算出した（表12，
表13_１，表13_２）。
　Ａ法人とＢ法人の意識で有意な傾向を示したのは，
Ｑ３_４：あいさつ＋一言の声かけを心がけるように
なった（p< .05）
　Ｂ法人に「あまりない」が多い。理由は，Ｂ法人は
特別養護老人ホーム（定員90名），短期入所（ショー
トステイ）（定員10名），デイサービスセンター（定員
30名）と同じ建物内に３つの事業を行なっている法人
であるが，特に特別養護老人ホームでは言葉でのコ
ミュニケーションが困難である要介護度の高い利用者
が多いことであろう。Ａ法人は定員数18名のグループ
ホーム３施設と定員数14名のデイサービスセンター１
施設の法人であり，少人数制である。グループホーム
は比較的自立度の高い方が多く，あいさつ＋一言の声
かけが可能な環境であり，結果として数値として現れ
た。
　Ｑ３_14からＱ３_23の質問については，接遇教育だ
けでは解決できないという結果が現れた。コミュニ
ケーション技術やリーダーシップ論，コーチング技
術，働きやすい職場環境づくりなど，組織作りが必要
であるということが明らかになった。

６．ワーク・エンゲイジメント（UWES）調査

６．１　UWES調査概要

　Shimazu et al. （2010）は，UWES短縮版を用いて，
日本を含む16ヵ国における「ワーク・エンゲイジメン
ト（表11）」の国際比較を行い，日本人労働者のスコ
アが他の15ヵ国の労働者に比べ，顕著に低いことを示
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した。日本人のスコアは平均で３点弱である（表16）。
これに対し，日本以外の15ヵ国ではスコアが３点台後
半を上回っており，最上位のフランス人は４点台後半
である。
　日本企業における「ワーク・エンゲイジメント」が
低水準であることの一因が，日本企業における長期雇
用は，管理職の選抜の基準を，管理職としての能力や
適性に基づくものにすることをしにくくする（八代
2011）等，管理職の，管理職としてのマネジメント・
スキルが十分でない点が指摘されている。
　八代（2011） は，日本の企業では「管理職への昇進
は必ずしも「管理能力」に基づいて決定されるわけで
はない」という指摘を行っている。八代によれば，日
本の企業では新規学卒採用を長期雇用することが特徴
となっており，そのために，１）管理職への選抜が時
間をかけて行われる，２）管理職への選抜基準が「管
理能力」ではなく，企業内キャリアにおける実績で
ある傾向が強いと指摘し，その状況が従業員における

「ワーク・エンゲイジメント」の低さの一つの要因で
あると言える。
　タイにおける米国系企業と日本系企業との比較実証
研究（Colignon et al., 2007）では，従業員の内発的動
機を通じ「ワーク・エンゲイジメント」に影響を及ぼ
すとみられる，上司の部下とのコミュニケーション能
力や相互の信頼感，部下が自律的に仕事を行うための
側面支援などの面で日系企業が劣後することを示して
いる。

　本稿が対象とする福祉施設職員においては，施設入
居者がその人らしく生きるために，寄り添い，支えて
いくという職務要求条件から「ワーク・エンゲイジメ
ント」の高さが求められる。
　本稿では接遇教育がワーク・エンゲイジメントに影
響を与えているのかを検証した。
　Ａ法人，Ｂ法人比較の下，UWESスコアを算出し
た。接遇教育状況が，ワーク・エンゲイジメント（活
力，熱意，没頭）にどのような影響を与えたかの効果
を測定した（表14，表15）。

表11　ワーク・エンゲイジメント（UWES）調査
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表12　接遇教育における意識変化（１）（回数と意識のU検定）
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表13_1　接遇教育における意識変化（２）（回数と意識のU検定）
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表13_２　接遇教育における意識変化（２）（回数と意識のＵ検定）

表14　Ａ法人UWES調査

表15　Ｂ法人UWES調査
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表16　UWES（国別比較）

参照：島津明人（2014）P.69

７．考察

　Fiedler（1993）によると，コンティンジェンシー
理論におけるリーダーシップとは，唯一最適なリー
ダーシップ・スタイルというものは存在せず，状況に
応じて望ましいリーダーシップのスタイルは異なると
している。そして，状況が好意的，非好意的の両極で
タスク志向リーダーの成果が高く，状況が中程度に好
意的状況で人間関係志向リーダーの成果が高いことを
示した。
　例えば，コンティンジェンシー（状況）が真ん中あ
たりというのは，本稿で考察しているような介護が必
要な福祉施設職場などが想定できる。そういう職場は
人間関係指向リーダーの方が結果を出しやすいという
分析結果である。本稿の分析では，接遇教育の問題だ
けではなく，如何に，職場のマネージャー（リーダー）
が，職員と密接にコミュニケーションを取っていこう
としているかに成功の可否が依存していることが示唆
した。
　本稿が対象とする福祉施設においては，利用者がそ
の人らしく生きるために，寄り添い，支え，共に生活
を築いていくというコンセプトから見られるように職
員における「ワーク・エンゲイジメント」の高さが強

く求められる。
　本稿では接遇教育が上記の指摘事項を補完し，福祉
施設職員の「ワーク・エンゲイジメント」に影響を与
えることができるかを検証した。
　 Ａ 法 人， Ｂ 法 人 に お い て， 接 遇 教 育 回 数 別 に
UWESスコアを算出した。接遇教育が，ワーク・エ
ンゲイジメント（活力，熱意，没頭）にどのような影
響を与えたかの効果測定である。
　接遇教育の回数を重ねることによって，UMES値
は，日本平均より高い値を出すに至っている（表14， 
15）。
　Ａ法人（表14）は，初回の教育結果として日本人の
スコアは平均で３点弱を上回り，効果が現れている
が，２回から３回では，教育としての慣れが出てきて
いる可能性がある。それでも，さらに回を重ねて４回
以上の経験者では3.30という高いスコアに導くことが
できている。
　Ｂ法人（表15）でも同様に回数を重ねる効果を確
認できた。Ａ法人では１回目と４回以上とのUMES
平均の差（ｔ検定）では有意な差は出なかった
が，Ｂ法人では１回目と４回以上とのUMES平均の
差（ｔ検定）では１%水準で有意な差を確認できた

（P=0.004<0.01）。接遇教育はワーク・エンゲイジメン
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トにＢ法人では効果が出たと言える。本調査は回数を
重ねることによる効果測定である。講義終了後の測定
のみであり，受講前におけるUWESは，今回の実験
では取得していない。Ａ法人は初回から日本平均を上
回る高い測定結果を出したため，４回以上者との差は
あまり出なかった。
　Ａ法人では１年間で４つの異なる内容の接遇研修を
開催する方法であったが，Ｂ法人は１年ごとに異な
る内容の研修を４年間開催する方法であったことが
UWESスコアに影響を与えたことが予想される。回
数を重ねる際には受講者に応じた工夫の必要性を示唆
している。
　F. Herzberg（1968）は，人間が仕事に満足感を感
じる要因と不満足を感じる要因は全く別物であるとす
る考えの動機付け衛生理論（二要因理論）を打ち出し
た。動機付け衛生理論とは，職務を行う人間はどのよ
うな要因で動機付けられるかを調査し，達成，承認，
責任，仕事自体といった職務内容と直接関係のある要
因が動機付け可能な要因であるということを，調査に
よって明らかにした。
　この動機付け理論には，欧米と日本の文化の違いや
対象にした標本にブルー・カラーが少ないなど批判が
あったが，村杉（1974）は，労働条件，給与などの苦
痛や欠乏状態を避けたいという欲求（衛生要因）は不
足すると不満につながるが，モチベーション向上につ
ながらない。達成，成長，責任の各因子こそがモチ
ベーションを上げる要因であると結論付けた。
　働きがいを持ちワーク・モチベーションが高く，か
つ，活性化している組織が社会的責任を果たせる。
　福祉施設職員のモチベーション向上には，本稿によ
るUMES値の分析においても，内発的動機を如何に喚
起できるかがポイントであることが指摘できる。その
ために，ベースとなる職場内コミュニケーションの充
実は，内発的動機であるワーク・エンゲイジメントに
つながっていくことを示唆した。
　公益財団法人介護労働安定センターが実施した平成
25年度介護労働実態調査によれば，福祉施設におけ
る人材育成の取り組みとして教育・研修計画を立て
ている（59％），採用時の教育・研修を充実させてい
る（41％），定着率向上のための取り組みとして社内
研修の実施，社外講習等の受講・支援等の能力開発を
充実させている（43％）という結果であった。また過
去１年間の教育・研修の内容としては，介護技術・知
識（78％），安全対策（事故時の応急措置等）（65％），
接遇・マナー（62％）という結果であったが，実施し

た教育や研修への満足度，達成度については十分にわ
かっていない。
　福祉分野における実態調査や先行研究事例は非常に
少なく，比較検討することができない状況であること
から，今後も引き続き検証を行ない，研究を進めてい
く必要がある。
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